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他の人がしないことへの挑戦に家族･知人は応援･賛同するかの意識突然仕事を失ったとしても希望の仕事に就けるかの意識

働き方への意識

我が国では、欧州主要国と比較して、仕事についてリスク回避的。

2

仕事における安定とリスクの志向度（10段階）

成長ややりがいには乏しいが
失敗するリスクは少なく安定した収入が得られる仕事

失敗や収入が不安定になるリスクはあるが
成長ややりがいにあふれた仕事
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（備考）国土交通省東京一極集中に関する懇談会提出資料（「市民向け国際アンケート調査」結果（令和２年２月18日））により作成。ｎの値は有効回答総数。



働き方への意識

我が国では、勤務先への満足度は低いが、転職で収入が上がるとは限らず、転職希望も薄い。
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転職についての国際比較
現在の勤務先での勤務希望

現在の勤務先からの転職希望
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（備考）パーソル総合研究所「ＡＰＡＣの就業実態・成長意識調査」（2019年８月27月）より作成。調査期間は、2019年２月６日～３月８日。調査対象エリアは、中国
（北京、上海、広州）、韓国（ソウル）、台湾（台北）、香港、タイ（バンコク）、フィリピン（メトロマニラ）、インドネシア（ジャカルタ）、マレーシア（ク
アラルンプール）、シンガポール、ベトナム（ハノイ、ホーチミンシティ）、インド（デリー、ムンバイ）、オーストラリア（シドニー、メルボルン）、ニュー
ジーランド、日本（東京、大阪、愛知）。各国の標本数を性・年齢が均等になるように1,000に調整。
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働き方への意識

我が国では、管理職になることや出世の希望は低い。

各国の就業者の意識

4

（備考）パーソル総合研究所「ＡＰＡＣの就業実態・成長意識調査」（2019年８月27月）より作成。調査期間は、2019年２月６日～３月８日。調査対象エリアは、中国
（北京、上海、広州）、韓国（ソウル）、台湾（台北）、香港、タイ（バンコク）、フィリピン（メトロマニラ）、インドネシア（ジャカルタ）、マレーシア（ク
アラルンプール）、シンガポール、ベトナム（ハノイ、ホーチミンシティ）、インド（デリー、ムンバイ）、オーストラリア（シドニー、メルボルン）、ニュー
ジーランド、日本（東京、大阪、愛知）。各国の標本数を性・年齢が均等になるように1,000に調整。

管理職になりたいと希望する割合 出世への希望（５段階尺度）

■男性■女性
（％）



（備考）経済産業省「ＩＴ人材に関する各国比較調査」結果報告書（平成28年６月10日）により作成。標本は、各国に居住している方のうち、ＩＴ関連の仕事に就
いている方各国500名（ベトナムのみ300名）。

イノベーションへの意識

ＩＴ人材へのアンケート調査結果
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この仕事は給与が高い

我が国のＩＴ人材は、海外と比べて、給与水準や満足度も低く、職業としての人気も低い。



（備考）経済社会システム総合研究所「社会的課題に関する継続意識調査（第２回調査）」により作成。調査期間は2020年12月10日～12月15日。
他回答の選択肢は「経済や社会の効率化を期待」「より良いモノやサービスの提供を期待」「より良いビジネスの機会の提供を期待」
「プライバシーの侵害を心配」「あてはまるものはない」。

イノベーションへの意識

若者や女性は、近年の急速なイノベーションへの不安感が根強い。
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近年のＡＩやロボットなどのイノベーションに対して、
自分の給料や仕事の減少を心配する人の割合
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リカレント教育への意識

30歳代を中心に、リカレント教育へのニーズは高い。

（備考）内閣府「平成30年度生涯学習に関する世論調査」により作成。学校を出て一度社会人となった者を対象に大学、大学院、短大、
専門学校などの学習状況や学習希望を調査。有効回答総数は1,710人。

大学・大学院等での学習に対する社会人の意識
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コロナ禍の下で、地方移住への関心は拡大。20歳代では４割以上が関心を持つ。

地方移住への関心

地方移住への意識

8（備考）内閣府「第２回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」により作成。
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（備考）内閣府「第２回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」により作成。

若者を中心に半分以上の方が副業に関心があるにもかかわらず、副業を行えていない。
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社会的課題への意識

ＳＤＧｓへの認知度（年代別）
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ＳＤＧｓへの認知度（学校種別）

（備考）左図：ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研「ＳＤＧｓに関するアンケート調査結果～企業のＳＤＧｓ取組みへの一助と
して～」により作成。総回答数：1,000。右図：日本総合研究所「若者の意識調査（報告）―ＥＳＧおよびＳＤＧ
ｓ、キャリア等に対する意識―」により作成。総回答数：1,000（中学生300人、高校生300人、大学生400人）

全体としてはＳＤＧｓへの認知度はいまだ低いが、学生を中心として若者世代での認知は進む。
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社会的課題への意識

男女別

（備考）日本総合研究所「若者の意識調査（報告）―ＥＳＧおよびＳＤＧｓ、キャリア等に対する意識―」（2020年８月13
日）により作成。総回答数：1,000（男性＝500人・女性＝500人、中学生300人・高校生300人・大学生400人、豊
かな人＝198人・普通の人＝527人・豊かでない人275人）。

現在の学生には、環境問題や社会的課題に取り組んでいる企業で働く意欲がある者が多い。
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育成支援機関等への意識

（備考）内閣府「子供・若者の意識に関する調査」（令和元年度）により作成。選択肢は複数回答可。標本数は10,000。 12
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セ
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労
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ひ
き
こ
も
り
の
支
援
な
ど
若
者
育
成
支
援
を
行
う
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
）
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ー
ス
ク
ー
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ー
ス
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ス
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青
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ど
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ー
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・
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童
館

職
業
安
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所
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ロ
ー
ワ
ー
ク
）・ジ
ョ
ブ
カ
フ
ェ
・

地
域
若
者
サ
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ー
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
の
就
労
支
援
機
関

は児童福祉機関や就労支援機関の認知度が４割強である一方、知らないという回答が約３割。

子供・若者を対象とする育成支援機関等の認知度



育成支援機関等への意識

子供・若者を対象とする育成支援機関等の利用希望
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40.0 

38.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=10,000）

13～14歳（n=1,120）

15～19歳（n=2,903）

20～24歳（n=2,884）

25～29歳（n=3,093）

利用したいと思う どちらかといえば利用したいと思う
どちらかといえば利用したいと思わない 利用したいと思わない

は利用を希望する者が約３割、希望を希望しない者が約７割。

33.3％ 69.7％

（備考）内閣府「子供・若者の意識に関する調査」（令和元年度）により作成。ｎは標本数。



育成支援機関等への意識

（備考）内閣府「子供・若者の意識に関する調査」（令和元年度）により作成。育成支援機関等の利用希望について、「利用したいと
＿＿＿＿思う」「どちらかといえば利用したいと思う」と回答した者のみ回答。選択肢は複数回答可。標本数は3,032。 14
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は利用を希望する理由として、自らの知識や経験、考えが広がることなどを挙げる方が多い。

子供・若者を対象とする育成支援機関等の利用を希望する理由
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育成支援機関等への意識

（備考）内閣府「子供・若者の意識に関する調査」（令和元年度）により作成。育成支援機関等の利用希望について「どちらかといえば
＿＿＿＿利用したいと思わない」「利用したいと思わない」と回答した者のみ回答。選択肢は複数回答可。標本数は6,968。 15

他
に
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し
い
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所
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る

そ
の
他

周
囲
に
知
ら
れ
る
の
が
嫌

知
ら
な
い
人
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り
で
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な
い

自
分
に
は
関
係
な
い
場
所

機
関
に
つ
い
て
知
ら
な
か
っ
た

相
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す
る
の
は
家
族
や
先
生
、

友
人
な
ど
身
近
な
人
の
方
が
有
意
義

不
安
や
悩
み
の
解
消
に
は
な
ら
な
い

行
く
の
が
面
倒

新
し
く
得
ら
れ
る
も
の
が
な
さ
そ
う

は利用を希望しない理由として、自分には関係ない場所、行くのが面倒などと挙げる方が多い。

子供・若者を対象とする育成支援機関等の利用を希望しない理由
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希望する支援への意識
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学
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の
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の
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助
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の
支
援
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路
や
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活
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ど
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て

何
で
も
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談
で
き
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設
や
人

低
い
家
賃
で
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め
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と
こ
ろ
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や
下
宿
の
よ
う
な
と
こ
ろ
）

仲
間
と
出
会
え
、
一
緒
に
活
動
で
き
る

施
設
・場
所

分
か
ら
な
い

（備考）内閣府「子供・若者の意識に関する調査」（令和元年度）により作成。標本数は10,000。

は生活や就学のための経済的補助を挙げる方が多い一方、分からないとする方も多い。

社会生活や日常生活を円滑に送ることができないような時に希望する支援
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